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○ はじめに
平成２４年１０月、わが党の安倍総裁は、総裁就任直後から、経済再生と教育

再生を日本再生の要として位置づけ、直属機関として「教育再生実行本部」を発
足させました。
人格の完成を目指し、国家及び社会の形成者を育成するという改正教育基本法

の理念を踏まえ、政権奪還後の平成２５年１月からは、「人造りは国造り」を基
本とし、政権与党として責任を持って日本を建て直すため、教育再生を実行する
ための主要な課題について逐次検討を行っています。
教育再生実行本部では、これまで、①英語教育、理数教育、ＩＣＴ教育を中心

とした「成長戦略に資するグローバル人材育成部会提言」（平成２５年４月）、②
「平成の学制大改革」、「大学・入試の抜本改革」、「新人材確保法の制定」などを
盛り込んだ「第二次提言」（平成２５年５月）、③教科書検定の在り方特別部会の
「議論の中間まとめ」（平成２５年６月）、④教育再生推進法（仮称）の制定に向
けてその骨格を示した「第三次提言」（平成２６年４月）、⑤教育投資・財源特別
部会の「中間取りまとめ」（平成２６年８月）、⑥チーム学校の推進、高等教育の
成長戦略などを盛り込んだ「第四次提言」（平成２７年５月）、⑦必要な教育投資
とそのための財源の在り方に関する「第五次提言」（平成２７年５月）、⑧格差克
服のための教育、教育環境整備、高等教育、特別支援教育に関する「第六次提言」
（平成２８年４月）、⑨次世代の学校指導体制実現に関する提言、及び教育財源
確保、高等教育改革、学校・家庭・地域の教育力充実に関する中間取りまとめを
含む「第七次提言」（平成２８年１１月）、⑩教師の長時間勤務の是正、恒久的な
教育財源確保、成長を牽引する高等教育、学校・家庭・地域の教育力充実に関す
る「第八次提言」（平成２９年５月）、⑪教職員定数の戦略的充実、チーム学校の
推進、教師が担う業務の縮減に関する「第九次提言」（平成２９年１１月）、⑫高
等教育改革に関する提言、学校における働き方改革、卒業後拠出金方式（Ｊ-Ｈ
ＥＣＳ）の基本設計に関する中間とりまとめを含む「第十次提言」（平成３０年
５月）、⑬学校における働き方改革の実行化に関する「第十一次提言」（平成３０
年１２月）を公表し、今後わが国が実行していく教育再生の方向性を示してきま
した。
このたび、「次世代の学校指導体制実現部会」、「新時代に対応した教育提言部

会」及び「高等学校の充実に関する特命チーム」において提言を取りまとめ、「提
言検証特別部会」においては論点整理を行い、これらをまとめた「第十二次提言」
を公表するに至りました。
今後、政府・与党一丸となって、迅速かつ確実に実現させることを強く期待し

ます。
なお、教育再生実行本部としては、引き続き、教育再生の実行のための検討を

進め、更に、提言等を取りまとめてまいります。

令和元年５月１４日

自由民主党 教育再生実行本部
本部長  馳   浩

次世代の学校指導体制実現部会
主査 松野 博一
主査代理 池田 佳隆 義家 弘介 上野 通子

新時代に対応した教育提言部会
主査 林 芳正
主査代理 丹羽 秀樹 山際大志郎 木原 稔 
事務局長 二之湯武史 

高等学校の充実に関する特命チーム 
 主 査 義家 弘介 
 主査代理 松本 剛明 丹羽 秀樹 山際大志郎 

提言検証特別部会
主査 遠藤 利明
主査代理 丹羽 秀樹 池田 佳隆 田野瀬太道

猪口 邦子 上野 通子 森 まさこ



「次世代の学校指導体制実現部会」提言 
（主査：松野博一、主査代理：池田佳隆、義家弘介、上野通子） 

 

 

○この１０年ＰＩＳＡ調査で世界トップレベル水準を維持するなど、これまで我が国

の学校教育は世界的に高い成果を上げ続けてきた。この成果を支えてきたのは学校

の教師たちである。一人一人異なる子供たちの様子を総合的に把握し、その多様性・

集団性を活かしながら、学校生活全体を通じて子供たちの知・徳・体を一体で育む

指導を行ってきた献身的な努力の賜物である言えよう。 

 

○現在、大きな変革の時代を迎えている。Society 5.0 の到来が社会の在り方を劇的   

に変えはじめており、時代を担う子供たちはＩＣＴやＡＩといった新しい技術やツ

ールを使いこなす力が必要である。他方、個々のツールを使いこなすにとどまらず、

このような新しい技術がもたらしている社会の構造的な変化を理解し、どんなに技

術が進化してツールが変わっても、それを駆使して自分の頭で考え抜き、他者と協

働してよりよい社会を主体的に創っていくことが求められている。そのため、これ

からの時代を切り拓く子供たちには、情報を正確に読み取った上で自分の頭で考え

て表現し、他者との対話や協働を通じて新しい解や納得解を生み出していく資質・

能力を育まなければならない。 

 

○こうした資質・能力は、これまで我が国の学校教育が子供たちに育むことを重視し

てきたものに他ならない。だとすれば、これからも引き続き、いや、これからの変

革の時代においてこそ、それぞれ多様な個性を持つ子供が集まり、切磋琢磨する場

である学校で行う教育こそがその本領を発揮することが求められるようになって

いると言えよう。そこでますます重要になっているのは「教育は人なり」の言葉通

り、教師の全人的な力量である。 

 

○しかしながら、これまでも指摘してきたように、我が国の教師たちは世界的にみて

もかなりの長時間勤務を強いられており、疲弊している。また、社会全体として労

働力人口の減少が見込まれている中で人材獲得競争が始まっており、こうした状況

の中、小学校を中心に教員採用試験の倍率が低下傾向にある。 

 

○また、私たちの社会が大人も含めてＩＣＴなどのツールを上手に使いこなすという

よりも、ＩＣＴに振り回されているといった状況が生じているとも指摘されている

中で、子供たちの様子に目を向けてみた場合、早急に対応することが必要な深刻な

問題状況が生じている。例えば、平成２５年頃からの５年間、小学生による暴力行

為の発生件数や不登校児童生徒数が増加を続けており、生活面では小学６年生の朝

 働き方改革の実効化、Ａ Ｉ 活用、教育課程・教員免許・教職員配置の改革 
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食欠食率が増加傾向にある。自己肯定感が世界的に見ても低いというデータに加え、

子供たちの学びや生活を支えている心や気持ちの落ち着きや安定が揺らいでいる

のではないか、基本的な資質・能力として全ての子供達に必要な読解力が身に付い

ていないのではないか、との指摘もある。 

我が国の教育の足元を見ると、こうした憂慮すべき課題が生じているのもまた直

視すべき現実なのであり、未来への危機感を感じざるを得ない。 

 

○このため、学校指導体制の効果的な強化・充実を図り、チーム学校を実現すること

等を通じて学校における働き方改革を強力に進めるとともに、保護者・地域も含め

社会の環境が大きく変化する中で、いつの時代にも子供たちの学習を最前線で支え

る教師に求められる専門性や全人的な力量といった資質・能力を改めて捉え直し、

それに応じて、教師養成、免許、採用、研修の在り方を大胆に改革していく。 

また、ＩＣＴの普及等による現在の社会の変化が、学校のみならず家庭や地域な

ど子供の生活環境全体に与える変化の影響力の大きさを丁寧に見ていきながら、子

供たちに不可欠な資質・能力を今一度明確にし、子供が集中して学習に取り組める

よう学習環境の在り方の転換を図る。 

そうした中で行われる日々の教育活動では多様な子供の状況に十分に配慮され

た指導が実現され、学習の成果はＰＤＣＡサイクルの中で一人一人適切にチェック

がなされるようにする。 

 

○「平成」を振り返ってみると、社会の変化に伴い子供たちを取り巻く環境が変わる

中で生じた様々な課題に対して、その時々の状況を幅広く把握し、同時に、常にそ

の先を見据えながら、様々な叡智を結集して教育改革に取り組んできた。我が党が

先頭に立って取り組んできた教育基本法の全面改正、４度にわたる学習指導要領の

改訂をはじめ、これまでに取り組んだ諸施策はその成果であり、我が国の未来に対

する我々の想いそのものであった。 

 

○しかし、時代は大きく変わろうとしている。教育の在り方もそれに応じたものして

いかなくてはならない。これまでの高い成果に甘んじ、生じている課題に即座に対

処していかないと教育の危機はすぐに訪れてしまう。今こそ、地に足をつけて冷静

に現状を見据え、これまでの我が国の学校教育の蓄積や成果を活かしながら諸課題

を克服し、「令和」の新時代にふさわしい学校へ発展的に進化する時期が到来して

いる。 

 

○以上を踏まえ、日本の未来に責任を持つ与党として現実を見据えた危機感と未来へ

の確かな展望を持って、今後も本部会で積極的かつ総合的に議論していくべき事項

について、以下のとおり整理する。 

 

○なお、教師の在り方に関しては、提言検証部会とも連携し、今後具体的に検討して

いく。 
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①抜本的に免許制度等を見直し、教師の専門性や全人的な力量を高める 

 

・多様な人材と連携し、ＡＩなど先端技術を使いこなしつつ、子供の志をはぐくみ、

その能力を引き出すことができる教師を養成し、専門性や全人的な力量といった

資質・能力を身に付けられるようにする。このため、４年生前期に実施している

例が多い教育実習の日程等の在り方や、特に小学校の教師に理系学部などの多様

な学部から教師になることができる途を拡大することも含め、教師養成・免許改

革を実行する。 

・大量退職時代の中で経験豊かな教師が一度にリタイアすることで、教師全体とし

ての質が下がらないよう、定年後の免許更新について弾力化、猶予、免除等の措

置を検討することも含め、再任用を積極的に進める。また、教師採用・免許改革

を実行し、層が薄いミドルリーダー人材を学校に確保するとともに、様々な経歴

や専門的な知識・技能を有する社会人等の多彩な人材を教師に確保する。 

・免許更新講習と各種研修との連携も視野に入れつつ、特別な支援が必要な児童生

徒や外国人児童生徒等への指導など、特定課題に対する教師の専門性向上のため

の研修の仕組みを構築することも含め、教師研修改革を実行する。 

 

②指導体制と学習環境を確立し、子供たちに次代を切り拓く力を育む 

 

・子供の発達段階に応じた学習内容や指導の在り方を検討した上で、義務教育９年

間のうち学級担任制を重視する段階と教科担任制を重視する段階を再検討する。

その上で、１０歳くらいまでに、基礎的読解力などの基盤的な学力を全ての子供

たちが確実に身に付けることを重視する。また、教科の学びが高度化する小学校

高学年において、専門性の高い教師による指導を充実し、子供たちが互いに切磋

琢磨できる学習環境を確保しつつ、個に応じた教育の成果を高める取組を支える

ため教職員配置や教員免許制度の在り方を見直す。 

・社会に開かれた教育課程をより実現するためにも、地域に根差し、企業等とも連

携した教育課程を実現する。このため、学校運営協議会や地域学校協働本部の取

組を促進するとともに、教師採用・免許改革や産業界による環境整備などを進め、

社会人の活用を積極的に図る。 

・一人一人の子供たちの状況に応じた学びの充実と学習成果の向上のために、各学

校において思い切った教育課程の重点化・特色化が可能となるよう、年間授業時

数や標準的な授業時間等を含む学習指導要領の在り方を見直す。 

・貧困世帯や学習に課題を抱える子供を支えるため、スクールソーシャルワーカー

等の専門スタッフの常勤化等の充実を図る。 

・特定の教科等において特異な能力を有する児童生徒を、年齢にとらわれず、その

能力を存分に伸ばせる仕組みを検討する。また、次代をリードする大局観を持っ

たリーダーの育成の在り方についても検討を行う。 

 

 

3



 

③社会がしっかり連携し、子供たちが先端技術に振り回されるのではなく、使いこな

す力を育む 

 

・調達改革による低価格パソコンの導入、ＢＹＯＤ（Bring Your Own Device）に向

けた環境整備、クラウド活用などを強力に推進することで、必要なＩＣＴ環境を全

ての学校に整備し、教師を支えるＡＩ等先端技術を活用しながら子供一人一人に

対応した学習指導・生徒指導を実現する。 

・ＩＣＴ活用型ポートフォリオを利用し、子供一人一人の学習活動をそれぞれリア

ルタイムで集積することにより、日々の学校生活の中で個々の状況に応じた学習

活動が展開されるようにする。 

・基礎・基本の習得状況はＣＢＴなどを活用して適時把握できるようにする。こうし

た取組の普及を前提に全国学力・学習状況調査の在り方を抜本的に見直す。 

・子供たちの問題行動、体力や学力の課題の背景には、情報環境や家庭環境など社会

状況全体としての変化があり、それを見逃さずに子供たちの生活環境の改善・充実

には家庭や地域と一体となった取組が不可欠である。そのため、ＩＣＴ依存やネッ

トいじめといった負の側面も指摘されている中、義務教育段階においてＩＣＴな

どを主体的に使いこなすためのリテラシーやモラルを含めた情報活用能力を徹底

して育む。また、子供たちの生活や学びを支えるという観点から、学校運営協議会

において社会状況の変化を踏まえた地域の子供たちの育成方針について共通理解

を得るとともに、地域学校協働本部を中心に様々な活動プログラムを効果的に組

み合わせ、生活・自然体験活動や家庭教育支援も含め効果的な連携を実現する。 
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「次世代の学校指導体制実現部会」提言＜別添＞ 

 

 
提言とりまとめに当たっての主査コメント 

 

 

 

○今年末の公表が予定されているＰＩＳＡ調査については、これまで我が国は高い成果を上

げてきたが、参加各国も改善を目指して鋭意努力を重ねてスコア向上を図る中、我が国は

これまでの世界トップレベルのスコアから、今後、低落傾向となりかねないのではないか

との危機感がある。 

 

○その背景として、本部会でヒアリングの中で  

・平成 25 年頃から、小学校の暴力行為発生件数（1000 人当たり）、不登校児童生徒の割

合、朝食欠食率など子供の生活環境・学習環境に関わる重要な指標の悪化（別紙参照）

がみられる 

・教師が疲弊し、かつ教師離れ・教師不足ともいえる状況が生じている 

・自己肯定感、起業家精神を示す値が世界的に見て低い状況がある 

といった状況が指摘された点に加え、 

  

○その他の調査※においても、 

・2015 年に小学生の学校外の学習時間が、中学生を上回って長い時間となっているもの

の、子供たちが安定した環境の中で落ち着いた気持ちで学びに向かい合っていないので

はないか、基本的な資質・能力として全ての子供が身に付けるべき読解力を示す指標が、

全国的には芳しいとは言えない 

といった指摘がみられる点が挙げられる。 

 

○このため、本部会では、こうした背景を前提とした今後の教育の危機感についても共有し、

今回の提言においてその旨を明記するとともに、引き続き、子供を最前線で支える教師の

在り方や、その指導体制等について総合的に議論を深めていくこととしたい。 

 

 

＜※参考＞ 

 

○学習時間に関し、平成 27 年の時点で、小学生 95.8 分、中学生 90.0 分との調査結果があ

る。（「ベネッセ教育総合研究所「第 5回学習基本調査」報告書」） 

 

○読解力に関し、「中学を卒業する段階で、約 3 割が（内容理解を伴わない）表層的な読解

もできない」とする結果が報告されている。（「ＡＩvs 教科書が読めない子どもたち」新井

紀子（国立情報学研究所教授）著） 
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年度

小学６年生 中学３年生 小学５年生 中学２年生

平成３年
（1991年）

4.7人 小１
87.2分
（1990年）

96.9分
（1990年）

12.8%

平成４年
（1992年）

5.2人 小２

平成５年
（1993年）

5.5人 小３

平成６年
（1994年）

5.8人 小４ 小１ 12.1%

平成７年
（1995年）

6.3人 小５ 小２

平成８年
（1996年）

7.5人 小６ 小３ 77.9分 90.0分

平成９年
（1997年）

0.2件 8.5人 中１ 小４ 小１ 13.4%

平成10年
（1998年）

0.2件 10.6人 中２ 小５ 小２

平成11年
（1999年）

0.2件 11.1人 中３ 小６ 小３

平成12年
（2000年）

0.2件 11.7人
高１

（調査年） 中１ 小４ 小１ 14.5%

平成13年
（2001年）

0.2件 12.3人 中２ 小５ 小２ 71.5分 80.3分

平成14年
（2002年）

0.2件 11.8人 中３ 小６ 小３

平成15年
（2003年）

0.2件 11.5人
高１

（調査年） 中１ 小４ 小１ 13.7%

平成16年
（2004年）

0.3件 11.4人 中２ 小５ 小２

平成17年
（2005年）

0.3件 11.3人 中３ 小６ 小３

平成18年
（2006年）

0.5件 11.8人
高１

（調査年） 中１ 小４ 小１ 81.5分 87.0分 14.2%

平成19年
（2007年）

0.7件 12.0人 中２ 小５ 小２ 15.9% 18.4% 4.8%

平成20年
（2008年）

0.9件 11.8人 中３ 小６ 小３ 17.3% 17.7% 4.5%

平成21年
（2009年）

1.0件 11.5人
高１

（調査年） 中１ 小４ 小１ 16.2% 17.7% 15.7% 3.9% 78分

平成22年
（2010年）

1.0件 11.3人 中２ 小５ 小２ 15.0% 16.6% 3.6% 71分 1.5%

平成23年
（2011年）

1.0件 11.2人 中３ 小６ 小３ 81分 3.0%

平成24年
（2012年）

1.2件 10.9人
高１

（調査年） 中１ 小４ 14.1% 16.2% 16.3% 3.9% 97分 19.7%

平成25年
（2013年）

1.6件 11.7人 中２ 小５ 12.1% 14.6% 3.7% 107分 34.8%

平成26年
（2014年）

1.7件 12.1人 中３ 小６ 12.6% 14.5% 3.9% 143分 45.7%

平成27年
（2015年）

2.6件 12.6人
高１

（調査年） 中１ 12.0% 13.8% 95.8分 90.0分 13.9% 4.4% 142分 50.4%

平成28年
（2016年）

3.5件 13.5人 中２ 11.9% 14.3% 4.5% 154分 53.4%

平成29年
（2017年）

4.4件 14.7人 中３ 11.2% 13.0% 4.6% 159分 56.4%

平成30年
（2018年）

高１
（調査年） 9.9% 12.8% 5.5% 169分 70.6%

平成31年
（2019年）

※１：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」ただし、平成18年度から国私立学校も調査対象としているため直接比較はできない。

※２：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」小中学生の数値。

※３：文部科学省「全国学力・学習状況調査」「学校の授業時間以外に、普段（月曜日から金曜日）、１日当たりどれくらいの時間、勉強しますか」との質問に対して、「30分より少ない」又は「全くしない」と回答した児童生徒の割合。

※４：ベネッセ教育総合研究所「第５回学習基本調査」報告書[2015]

※５：厚生労働省「国民生活基礎調査」子供とは17歳以下の者をいう。平成6年の数値は兵庫県を除いたもの。等価可処分所得金額が不詳の世帯員は除く。

※６：文部科学省「全国学力・学習状況調査」「朝食を毎日食べていますか」との質問に対して、「あまりしていない」又は「全くしていない」と回答した児童の割合。

※７：内閣府「青少年のインターネット利用環境実態調査」満10歳から満17歳までが対象。平日１日あたりの利用時間。ただし、平成26年度から設問を変更しているため直接比較はできない。

※８：内閣府「青少年のインターネット利用環境実態調査」満10歳から満17歳までが対象。ただし、平成25年度までは所有率であり、平成26年度からは利用率であり、また、平成30年度から設問を変更しているため直接比較はできない。

別紙

青少年の
スマート
フォンの
利用率
（※８）

国際的な学力調査の対象児童生徒と学習指導要領及び家庭環境や社会的状況等について

PISA
2015

学習指導要領

全国学力
・学習状
況調査
の実施

児童生徒の
学習時間
（※４）

PISA
2000

PISA
2003

PISA
2006

PISA
2009

PISA
2012

平日の学習時間が
30分未満の

児童生徒の割合
（※３）

PISA
2018

小学６年
生の朝食
欠食率
（※６）

子供の相
対的貧困
率
（※５）

PISA調査各回の対象学年小学生に
よる暴力
行為の発
生件数
（1,000人
当たり）
（※１）

不登校児
童生徒数

（1,000人
当たり）
（※２）

青少年の
インター
ネットの
利用時間
（※７）

読解力：12/30位(15/57位)

数学的ﾘﾃﾗｼｰ：6/30位(10/57位)

科学的ﾘﾃﾗｼｰ：3/30位(6/57位)

読解力：5/34位(8/65位)

数学的ﾘﾃﾗｼｰ：4/34位(9/65位)

科学的ﾘﾃﾗｼｰ：2/34位(5/65位)

平成元年（1989年）改訂・実施

平成10年改訂実施

平成20年改訂実施

小：23年～

中：24年～

一部先行実施
（算数・数学、理科の増）

※学びのすすめ

全国学力・

学習状況

調査開始

※一部改訂（15年12月）
基準性の明確化と補充・発展学習の追加

4年9月～

学校週五日制実施

（月1回）

7年4月～

学校週五日制実施

（月2回）

14年4月～

完全学校週五日制実施
最も少ない水準

平成20年（2008年）改訂

平成10年（1998年）改訂

平成29年（2017年）改訂

読解力：？位

数学的ﾘﾃﾗｼｰ：？位

科学的ﾘﾃﾗｼｰ：？位

中教審諮問
“アクティブ・ラーニング”

PISA V字回復

読解力：6/35位(8/72位)

数学的ﾘﾃﾗｼｰ：1/35位(5/72位)

科学的ﾘﾃﾗｼｰ：1/35位(2/72位)

読解力：12/30位(14/41位)

数学的ﾘﾃﾗｼｰ：4/30位(6/41位)

科学的ﾘﾃﾗｼｰ：2/30位(2/41位)PISAショック

読解力：8/28位（8/32位）

数学的ﾘﾃﾗｼｰ：1/28位(1/32位)

科学的ﾘﾃﾗｼｰ：2/28位(2/32位)

読解力：1/34位(4/65位)

数学的ﾘﾃﾗｼｰ：2/34位(7/65位)

科学的ﾘﾃﾗｼｰ：1/34位(4/65位)
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１ ．Society5.0 時代の学びを支える先端技術の活用 

「新時代に対応した教育提言部会」提言 
 

 
 

 

 

● 人工知能（AI）、ビッグデータ、Internet of Things（IoT）、ロ

ボティクス等の先端技術が高度化してあらゆる産業や社会生

活に取り入れられ、社会の在り方そのものが「非連続的」と言

えるほど劇的に変わる Society5.0 時代の到来が迫っている。 

 

● このような社会の変化が進む中で、子供たちが自立して生き、

社会の形成に参画するための資質・能力をしっかりと身に付け

させる必要がある。 

 

● 初等中等教育においてこうした学びを実現するためには、学

校と社会をシームレスにつなぐための教育システムの変革が

必要となる。このため、以下のとおり提言する。 
 

 

 

 

 

学びの質を高めるツールとして先端技術を効果的に活用すること

により、個人の進度や能力、関心に応じた「公正に個別最適化された

学び」を提供できる Society5.0 時代にふさわしい学校を実現する。 

 

 ○ 学校・民間企業等が協働し、学びの質を高めるツールとして

先端技術を効果的に活用することにより、「公正に個別最適化さ

れた学び」を実現する。学校が民間企業をはじめとした外部の

知見・スキルを取り入れることで、先端技術を適切に活用でき

るようにするとともに、民間企業等による安価で使いやすいハ

ード・ソフトの開発・普及を促進する。 
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２ ．社会で活躍する外部人材の登用 

３ ．社会課題を見据えた教育の質的改善 

 ○ 「公正に個別最適化された学び」の実現には、学校 ICT 環境

は不可欠な基盤だが、脆弱であるだけではなく、地域間格差も

存在する。この危機的な状況を脱却すべく、国は、2022 年頃を

予定する「SINET」の初等中等教育での本格運用を一つの目標と

して、全国行脚や財政措置を含めた措置を直ちに強力に講じる

ことで、学びの環境を抜本的に改善する。 

 
 

 

定年を迎える教師の大量退職に伴う世代交代が進む中、常に変化

する時代に対応できる学校組織を構築するため、社会で活躍する外

部人材を効果的に活用するとともに、教職員の資質・能力向上を図

る。これを一層積極的に行うため、教師養成・免許・採用・研修改

革や産業界による環境整備などを進める。 

 

 ○ 産業界と連携し、兼業・副業などにより意欲ある者が学校教

育に参画しやすい仕組みを構築するとともに、人材・教材・研

修の提供など企業の学校教育への積極的な協力を促進する。 

○ 特別免許状や特別非常勤講師等の制度を弾力的に活用し、社会

における多様な経験や優れた専門性を有する外部人材の積極的な

登用を進める。 

 ○ 民間活力・先端技術を活用しながら、児童生徒の自主的・能

動的な学びを促すことができる教師を育成するための養成・免

許・採用・研修全般にわたる抜本的な見直しを行う。 

 
 

 

 Society5.0 を迎える予測困難な時代にあっても、子供たちが自ら

の人生を切り拓き、新たな時代を先導していく力を身に付けること

ができるよう、「社会に開かれた教育課程」の実現に向け、教育の質

的改善を推進する。 

 

 ○ 科学技術が急速に進歩し、AI 等と共存していく社会の中で

「人間の強み」を発揮し、新たな価値を創造する力や他者と共

によりよく生きるための道徳性を養うため、教師と子供や子供
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４ ．学校評価などの学校と社会をつなぐ仕組みの構築 

たち同士の学び合いを重視し、協働的に問題解決していくアク

ティブ・ラーニングを推進するとともに、新学習指導要領の全

面実施を見据え、各教科等での学びを社会課題の解決に生かし

ていくための STEAM 教育を充実する。 

 ○ 個々の子供たちの進度や能力、関心に応じた学びを提供する

ことができる発展的な学習を積極的に取り入れるなど、公正に

個別最適化された学びの実現に向け、授業の改善を図る。 

 ○ 先端技術の活用などの指導形態・方法を踏まえ、子供たちが

学びを一層深める時間を生み出すことができるよう、年間授業

時数や標準的な授業時間等の在り方を検討する。 

 
 

 

変化し続ける社会の中で、学校が「社会に開かれた教育課程」を

実現し続けられるよう、学校・家庭・地域が子供の育ちをめぐる情

報・課題・目標（ビジョン）を共有し、当事者意識を持って自律

的・効果的に協働し、学校評価などにより共に成果の検証を重ねる

ＰＤＣＡサイクルの仕組み化を進める。 

 

○ 学校と社会をシームレスにつなぐための教育システムの変革の

基盤（土台）として、2022 年度までに学校運営協議会制度（コ

ミュニティ・スクール）を全ての公立学校に導入する。 

○ 地域社会の人的・物的資源のシームレスな活用を図るためコー

ディネーターとなる地域学校協働活動推進員を配置するととも

に、2022 年度までに地域学校協働本部を全ての公立学校に整備

する。 

○ 学校運営協議会と地域学校協働本部の一体的推進により、協議

を通じた情報・課題・目標の徹底した共有、学校・家庭・地域の

協働による学校評価の実施といった学校運営のＰＤＣＡサイクル

を着実に機能させることで、組織的・継続的な教育の質の向上を

図る。 
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「高等学校の充実に関する特命チーム」提言 
 

 

●  高等学校への進学率が約 99％に達し、選挙権年齢や成年年齢が

18 歳に引下げられる等の状況において、高等学校段階で国家及び

社会の形成者として必要な資質を養う必要性が一層高まっている。 

 

●  こうした中、授業料以外の教育費負担を軽減する高校生等奨学給

付金の充実や来年 4 月に予定されている私立高校の授業料の実質

無償化等、経済的事情に左右されず、誰もが安心して高等学校で

学ぶ環境の整備については検討が進められてきているところ。 

 

●  一方、高等学校教育そのものに目を向けると、義務教育段階に比

べて生徒の学習意欲や満足度が低下している実態がある等、本質

的な部分で課題が見受けられる。 

 

●  我が国の義務教育は、PISA 調査等で世界トップクラスを走ってお

り、高等学校は、このような素晴らしい能力を有した生徒の力を更

に引上げていく機関でなければならない。 

 

●  技術革新の進展等に伴う Society 5.0 の到来等、大きな社会変化

が予測されている中にあって、我が国の高等学校制度は、「昭和の

学校」から脱却し切れていない状況にあり、本質的な見直しが必

要である。 
 

●  高等学校段階において、豊かな人生を切り開き、新たな社会を創

造していくための力を身に付けられるよう、今こそ、「令和」に相応

しい高等学校へ生まれ変わることが必要であり、昭和の学校の象

徴である普通科の在り方の見直し等を含め、新時代に向けた高等

学校改革について提言する。 
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普通科の在り方の見直し・新たな枠組み創設 
・ 普通科は、多くが偏差値で輪切りされ、全員に大学入試等に困

らない指導をしようとするあまり、生徒の能力や個性に十分に
対応できておらず、このことが学習意欲の低下等にも影響。 

 

・ Society5.0 に求められる力を共通的に身に付けさせつつ、各校
の教育理念を踏まえ、生徒の才能を伸ばす教育や実態に応じた
支援等に重点的に取り組めるよう、偏差値や大学入試の呪縛か
ら解放することが必要であり、普通科の在り方を見直し、新た
な枠組みを創設する。なお、その際、生徒の進路変更等に対応
できるよう留意する。 

 

 
スクールポリシーの徹底 
・ 全ての学校において、自ら掲げる教育理念に基づき、入学者選

抜、教育課程の編成・実施、卒業認定の各段階で一貫した取組
が行われるよう、スクールポリシーとして「生徒受入れ（入学
者選抜）方針」「教育課程編成・実施方針」「卒業認定方針」の
策定を義務化。 

 

・ 特に、総合学科の中には、選択履修を可能とする特性を活か
し、不登校や中途退学経験者等への学習意欲を喚起したり、被
災地において復興を担う人材の育成に向けた探究的な学びを推
進したりする学科がある一方で、統廃合の結果として創設さ
れ、育成すべき人材像や教育目的が不明瞭になっている学科が
あることを踏まえ、スクールポリシーを徹底する。  

１ ．学科の在り方の抜本的見直し 
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高校改革を踏まえた大学入学者選抜の見直し 
・高等学校が生徒の能力を真に引き出す教育機関に生まれ変わると
同時に、大学入学者選抜において、高等学校で学んだ成果を正し
く評価するようにしなければならない。大学等においては、現
在、進められている大学入学者選抜改革の趣旨を十分に踏まえつ
つ、出題内容が文系・理系の科目に偏ったり、知識偏重の傾向が
見られたりする状況を改め、新時代の高等学校で培われる生徒の
多様な能力を評価できるようにすべき。 

 
「前期高等教育機関」としての機能強化 
・ 高等学校における学びが、途切れることなく大学等における学

びの基礎として活かされていくことが重要である。例えば、工
業高校と工業系大学等の５～７年間を一貫した教育プログラム
を開発・実施する等、「前期高等教育機関」としての高等学校の
機能強化を図り、Society 5.0 に求められる世界トップレベルの
専門人材の育成を推進する。 

 
Society5.0 を牽引する人材の育成に向けた専門教育の抜本的強化 
・ 我が国の強みである専門人材の育成の重要性を再認識し、専門

高校から新時代をリードする人材を輩出していくことが重要。
農業、工業、商業、水産等の各教科において、産業構造の変化
等を踏まえ、教育内容を刷新していくとともに、時代に沿わな
くなった学科名称等については再検討すべき。 
 

・ 専門学科における施設設備の質は、その教育の質に直結するに
も関わらず、昭和の施設設備から脱却できていない学科が多く
存在。国における産業教育に係る補助の充実を図るとともに、
企業等との連携強化による最新鋭の施設設備の使用等、教育環
境の充実に向けた仕組みを構築し、専門教育の抜本的強化を図
る。 

 

・ また、高等学校段階の生徒に対して職業実践的な教育機会を提
供する高等専修学校においても、学びの質の向上に向けた支援
を充実する。 

 
・ 高校専攻科については、公設民営により成果をあげている例が

あること等を踏まえ、こうした民間の知見を活用した取組や大
学等への編入学を推進する。また、実践的職業資格の取得に資
する教育を行っているなどの実態も踏まえ、支援を検討すべ
き。  

12



 

 

 

定時制通信制教育振興法の改正 
・ 通信制課程・定時制課程は、勤労青年のための教育機会を保障

するために制度化されたものの、現在は、不登校・中途退学経
験者等の様々な課題を抱えた生徒の受け皿となっており、制度
や教育内容を時代に合わせて改善していくことが必要。 

 

・ 生徒の高等学校教育の機会を確保するため、勤労青年教育を第
一目的に掲げる定時制通信制教育振興法を改正するとともに、
通信制課程については、第三者評価の実施等、教育の質の保証
を徹底する仕組みを構築する。 

 

 

 

指導方法等の抜本的改善 
・ 高等学校学習指導要領に掲げられた主体的・対話的で深い学び

の視点からの授業改善の一環として、授業時間内で十分な議論
を行い、学びを深めることを通して生徒の力をしっかりと育め
るよう、少人数指導や 90 分授業の積極的な導入等を推進する。
また、Society5.0 に求められる人材の養成に向け、情報・理数
教育や文理横断的な探究活動の充実等を図る。 
 

・ 高校 3年生が大学等への推薦入学や企業の内定等を得た後に
も、学校生活が空洞化することなく学び続けられるよう実生
活・実社会との関連や大学における専門分野との関連性なども
重視した指導の充実を図る。 
 

・ スーパーサイエンスハイスクールやスーパーグローバルハイス
クール等の指定校において、生徒の追跡調査等を含め、成果や
課題の検証等を実施した上で、先進的な取組の一層の推進を図
る。 

  

３ ．新時代に向けた学習指導等の充実 

２ ．時代に即した通信制課程・定時制課程への転換 
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世界で活躍するグローバル人材の養成 
・ 日本が世界をリードする国であり続けるためには、国内にとど

まらず、積極的に世界に飛び出し、新たな価値観・文化や最先
端の知識に触れる人材が不可欠。高校生が海外大学への進学を
当然の選択肢として検討できるよう、海外大学への進学を前提
としたカリキュラムの開発・実施を推進し、各都道府県に１校
以上拠点校を設けることを目指す。 
 

・ また、国際バカロレア認定校の拡大に向けた支援や、学年歴の
異なる海外大学への進学を見据えた３年半のカリキュラム開発
を進めるとともに、優れた外国人生徒や帰国生を積極的に受け
入れることができる環境整備を行う。 

 

地域を支える人材の養成 

・ 特に地方においては、少子化の影響もあり、生徒が集まりにく

い高校も多くある一方、地域には、生徒自らが主体的に学ぶた

めの活用しやすい教育資源が充実しているだけでなく、産業界

等も含めた地域の協力体制が得やすい状況にもある。こうした

状況は地方の小規模校等ほど自らの努力により特色を発揮しよ

うとする際の利点となりうる。地域と高校が協働し、地域の課

題を生徒の学びの教材として提供する環境を構築する等、探究

的かつ実践的な学びを実現する取組を推進する。 

 

・また、日本での就労等を目指す外国人の子供に高等学校教育の機

会を提供することは、高校生のグローバルな視点での学習や、将

来、地域経済の担い手となる人材の育成として地方創生にも資す

ることから、地域と高等学校が一体となって、外国人高校生等の

支援に係る環境整備を行う。 

 

・ 高等学校は多くの場合が都道府県により設置・運営がなされて

いるが、地域に必要な人材を育成する観点からは、市町村が学

校運営の重要な意思決定に関わることが不可欠である。このた

め、高等学校の学校運営協議会（コミュニティ・スクール）の

委員に、市町村又は市町村教育委員会の関係者等を加えること

とする等、実質的に市町村が学校運営に関与する仕組みの構築

を検討すべき。 
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インターンシップの充実 
・学校から社会・職業への移行を円滑に行う観点から、インターン

シップの推進は重要である。高等学校においては、インターンシ

ップの実施を単位として認定することが可能となっていること等

も踏まえ、企業等における長期間の実習を取り入れるなどのイン

ターンシップの実施を促進する。 

 

 

 

・教科書は、学習指導要領に基づく教育内容の履修を保障する観点

から重要な役割を果たしている一方で、難易度が高すぎるもの

等、多様化する高校生の学びに十分に対応しきれていない場合が

ある。高等学校における教科書が「学びの地図」として生徒の学

習を支えることができるよう、生徒の実態や社会変化に応じた内

容の充実を図るべき。その際、教科書検定制度の弾力化も、併せ

て検討すべき。 
 

・また、教科書採択の透明性を確保するとともに、スクールポリシ

ーに基づく採択を徹底する。 

 
 

 

・高等学校教育の成否は教師にかかっており、新時代に向けた高等

学校改革を実現するため、教師の資質能力の向上のために養成・

採用・研修の一連のプロセスの質を高めるとともに、都道府県が

教育公務員特例法に基づく資質の向上に関する指標を策定する際

には、学校の特性に鑑み、高等学校教員の指標として相応しいも

のとなるよう留意することとする。 
 

・社会の変化や技術の進展等に学校が即応していくため、専門性の

高い社会人等が学校現場で活躍しやすくなるよう、特別免許状・

特別非常勤講師制度等の積極的・弾力的な活用を推進する。 

 

・任命権者である都道府県教育委員会等は、生徒指導に強い教師、

教科指導に強い教師等、それぞれの強みを人事異動に反映し、教

師の能力を最大限発揮できるよう努めることとする。また、高等

学校のスクールポリシーや地域の実情にも留意することとする。 
 

５ ．教師の資質能力の向上 

４ ．教科書の在り方の見直し 
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・選挙権年齢が 18 歳に引下げられたことに伴い、高等学校におけ

る政治的中立性の確保はますます重要性が高まっている。生徒に

主権者として多面的・多角的に考察させたり、活発な議論を行わ

せたりしつつも、高等学校における政治的中立性の確保に一層努

める。 
 

 

 

・高等学校段階においても、障害のある生徒への対応が切れ目なく
講じられることが重要であるが、特別支援学校高等部ではなく高
等学校に在籍する生徒について、十分な対応が行われているとは
言い難い状況にある。平成 30 年度から制度化された高等学校に
おける通級による指導の充実を図るとともに、各都道府県におい
て特別支援教育の拠点校を整備し、その取組を他の学校に普及す
るなどにより、全ての高等学校における特別支援教育の充実を推
進する。 

 

・聴覚障害のある生徒に対する外国語指導について、実践的なコミ
ュニケーション能力を育むことができるよう、ICT の活用やアメ
リカ手話等の活用等、指導方法の改善を図るとともに、これらの
指導が可能となるよう教師の研修の充実を図る。 

 

・高等学校入学者選抜において、障害の状態等に応じて一層の合理
的配慮が行われるよう、各都道府県における事例を周知するなど
により、各都道府県の取組を促進する。 

 

 

 

 

・高等学校を充実させるためには、まちづくり・保健福祉・産業振
興等の首長所管の行政分野の協力を得ることが望ましいことか
ら、首長と教育委員会が課題や方向性を共有し、連携を進めるた
めの場として、総合教育会議を活用する。 

 
・専門学科における教育の質を高める観点から、国における産業教
育施設設備に係る補助の充実を図るとともに、企業との連携や、
施設・設備の共同利用等を推進し、実習施設・設備の充実を図
る。 

  

７ ．教育環境整備 

６ ．高等学校段階における特別支援教育の推進 
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・私立学校は、高等学校の約 3割を占めるにも関わらず、生徒の安
全・安心の要である耐震化率は、公立学校に比べ遅れている状況
にある。生徒の学習や生活の場でもあり、災害時には地域住民の
避難場所等ともなる私立高等学校の施設の耐震化の早期完了を図
るべき。私立学校については、学校設置者である学校法人が自ら
施設整備等経費を負担することを基本としている一方、耐震化の
遅れや災害時の避難所等の機能としても想定されうることも踏ま
え、国による補助の在り方についても見直しを検討すべき。 
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１ ．教師養成改革 

２ ．教師採用改革（「新人材確保法」の制定） 

３ ．教師研修改革 

提言検証特別部会 

教師の資質能力向上に係る議論の論点整理 

～教師が尊敬される国へ～ 
 
 

〇 教師養成・免許制度改革の実現 
イ）５ 年間の教師養成制度の検討 
ロ）教育実習前に「適性判断システム」を導入 

・適性がある者には、教育実習を長期間、丁寧に実施 
・教育実習を受けなかった者の将来の再チャレンジの仕組みの創設 

ハ）学部段階早期からの現場でのインターンシップの充実 
ニ）社会人経験を活かす弾力的な教職課程の開設促進 

〇 現場主義の教師養成大学・教職大学院の実現 
イ）教師養成大学教師の現場経験を義務化、「研究者」から「教育者」へ 
ロ）実務家教師を大学教師として大幅登用 

 

 
 

〇 教師の処遇改善と「教師奨学金返済免除制度」の復活 
 

〇 教師採用試験の共通化、国家資格化 
 

〇 「学校版クロスアポイントメント制度」導入による企業と教師の
人材交流促進 

 

〇 海外で教師経験がある人が日本で講習等を受けることで教師に
なれる仕組みを創設 

 
 

〇 教育委員会と教職大学院の連携強化による免許状更新講習と研
修の一体化 

 

〇 研修や免許状更新講習、教職大学院等への「ラーニングポイ
ント」導入による体系的・効率的な育成制度への転換 

 

〇 現職教師の「教職大学院の授業料無償化」制度の創設 
 
※ さらに、より多くの海外勤務者が子弟を帯同しやすい環境を作り上げるた

め、帰国生徒を国内の学校現場で円滑に受け入れる体制を構築する。 
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教師の資質能力向上に係る議論の論点整理 

～教師が尊敬される国へ～ 

 
 

「教育は人なり」と言われるように、いつの時代にあっても教育の成否はそれを担う

教師の双肩にかかっている。一方で、現在、そうした教師の資質能力向上を考える上で、

極めて重要な事象が生じている。 

一つ目は、Society5.0 の到来である。情報技術の飛躍的進展を見越し、指導技術の変

化が求められている。さらには、社会で実際に使われる情報技術という観点から、また、

「社会に開かれた教育課程」を実現していくためにも、社会人等のより積極的な活用が

求められる。 

二つ目は、いわゆる「教師不足」の問題である。平成 30 年度に実施された教師採用試

験では小学校の倍率が 2 倍を切るところが散見されるなど、教師の質にも影響すること

が危惧される。このため、かつてのように教職が尊敬されるものとして魅力を再び高め、

真に意欲ある者が教職生涯にわたって職能成長を図っていくことのできる体制を構築す

るとともに、多くの者が教職に参入しやすい環境を整えていく必要がある。 

さらに、海外への進出企業が増加するなどグローバル化する我が国において、長期の

海外経験のある若者は貴重な人材である。これらの人材を国内外の教育現場で円滑に受

け入れることにより、より多くの海外勤務者が子弟を帯同しやすい環境を作り上げてい

くことが必要である。 

以上のような観点を踏まえるとともに、これまで教育再生実行本部において提言して

きた教師の資質能力向上に係る様々な政策をさらに充実、発展させる観点から、以下の

とおり、これまでの部会における議論を踏まえ、改革方策について論点を整理する。 

 

１．教師養成改革 

〇 真に意欲と志をもった学生を登用するための教師養成・免許制度改革を実現する。
具体的には次のような取組を行う。 

 
 ・ 学部と教職大学院との一体性の強化も含めた、教職課程の５年制の検討など、教

師養成の高度化・修士レベル化を推進する。 
 
 ・現在の教育実習が、必ずしも教師にならない者まで受け入れることにより学校現場

に過度な負担を強いていることを踏まえ、教育実習前に教師志望者の熱意や適性等
を測定し選別を行う「適性判断システム」を導入する。 

 
・一方で、現在の教育実習が約３週間と短期であり必ずしも深い現場経験を得ること
ができていないことを踏まえ、適性があると判断された者には、教育実習を時間を
かけて丁寧に実施する。 

 
・さらに、教育実習を受ける適性がないと判断された者であっても、教育実習以外の
学びの実績を蓄積しておき、将来、社会人経験等を経て教師を再び志した場合に
は、教育実習を補足的に受けることを経て教師となれる道を開く仕組みを導入す
る。 

 
・ また、学部段階早期から学校現場の課題に触れ、より現場に即した養成を行うた
めの学校現場でのインターンシップも充実する。 

 
・ 社会人の教職への参入を促進するため、弾力的な履修が可能な特別の教職課程を

設けるととともに、経済的な負担軽減を図る。 
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〇 現場主義の教師養成大学・教職大学院を実現する。具体的には以下のような取組を

行う。 
 
・教師を養成する大学の教師は、必ずしも学校現場の経験がないことを踏まえ、現場
の実態を踏まえた指導を行う観点から、全ての教師養成大学の教師に学校現場を体
験することを義務付ける。 

 
・併せて、優れた指導力を次世代に継承するため、教職大学院を修了した教職修士を
有する実務家教師を大学の教師として大幅に登用する。 

 
〇 高校生を対象とした大学の授業体験等を通じて、教職の魅力を積極的に発信し、意

欲と志のある学生の確保を図る。 
 
〇 教師養成学部・大学院において、海外の現職教師の入学希望者の受入れを拡大する
ことなどにより、日本の教師教育の国際化・海外展開を推進する。 

 
〇 Society5.0 に対応した未来の教師養成を先導するとともに、将来の教職の魅力を
効果的に発信することができる教師養成のフラッグシップ大学を創設する。 

 

 

２．教師採用改革（「新人材確保法」の制定） 

〇 教職に有為な人材を確保するため、「人材確保法」の初心に立ち返った処遇の改善
を図るための法制上の措置を行うとともに、教師として採用された者は大学における
奨学金の返済を免除する。 

 
〇 各都道府県・指定都市教育委員会等が行う教師採用試験の業務を効率化するため、
教師採用試験の共通化を図る。また、教師免許の国家資格化など、優れた人材を得る
ための総合的な方策を講じる。 

 
〇 複雑化・多様化する教育課題に対応するため、学校と民間との間での弾力的な人材

交流を可能にする「学校版クロスアポイントメント制度」を進める。 
このため、次のような取組を行う。 

 
・ 専門知識を有する人材についての特別免許状・特別非常勤講師制度の弾力的な運

用、ICT を活用した授業のサポートができる人材や英語が堪能な人材の活用など、
多様な形での外部人材活用の取組を進める。 

 
・ 産業界は、社員が平日の昼間でも学校で活動することができるような弾力的な働

き方を可能にすることや、兼職・兼業を認めるなどの環境整備を行う。 
 

○ 退職教師を含む教職経験者の活用を進めるなど、多様な人材を登用するための一層
の改善・工夫を図る。 

 
〇 多文化共生社会における外国人児童生徒への指導の充実を図るため、外国で教師免
許を取得した者を活用するとともに、日本語指導に関する教師の指導能力向上に向け
た資格を創設する。 

 
〇 アスリートやアーティスト、特定分野の優れた専門家などに対し、一部試験免除や

特別な選考など、経験や技能・実績を考慮した採用選考を促進する。 
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３．教師研修改革 

〇 教育委員会等の研修、免許状更新講習、教職大学院での学修により修得した「ラー
ニングポイント」を、上位の免許状の取得や、管理職の登用要件に活用するなど、よ
り体系的・効率的な現職教師の育成制度へと転換する。 
このため、次のような取組を行う。 

 
・ 各都道府県教育委員会及び教育センターと教職大学院の機能を一体化する。 

 
・ 免許更新制は、現職教師の段階的な学びを支えるように高度化する。まずは、中
堅教諭等資質向上研修等の教職経験に応じた研修と免許更新制との相互乗り入れを
進める。 

 
・ 免許更新制は現職教師の各ライフステージにおける研修に重点を置き、教職の入
り口や定年後については、弾力化、猶予、免除などの措置を検討する。また、免許
状取得から相当期間経過後に教職を目指す者に対し、円滑な入職のための研修を充
実する。 

 
・ 研修や更新講習などの教職大学院における単位化により、採用後 10 年以内にお
ける専修免許状又は教職修士の取得を促進し、教師の修士レベル化につなげる。 

 
・ 教師をしながら学べる教職大学院を全国展開するとともに、教職大学院に進学し
た者の授業料を無償化する。 

 
〇 学校における働き方改革を確実に進める中で、頑張っている教師の心身の健康を保
つための環境整備や相談体制の整備等を進める。 

 
 
４．帰国生徒の受入体制の充実等 

（1）帰国生徒の受入体制の充実 

〇 海外赴任する保護者が子弟を帯同しやすい環境を整えるため、帰国した生徒の高校

での受入れ体制を整備する。 
 
〇 教育委員会は、帰国した生徒を積極的に受け入れる体制を整えた受入拠点校を整備

するとともに、国は、各教育委員会における受入拠点校の整備が促進されるよう支援

を行う。 
 
〇 具体的には、受入拠点校及びその設置者である教育委員会において、帰国した生徒

に対する入試における配慮（受入条件の周知・明瞭化、特別枠の設置、試験科目への

配慮、９月入試の実施等）、日本語指導体制の整備、帰国した生徒が円滑に学校生活

に馴染むための校務分掌の整備等を促進する。 
 
〇 日本語指導体制の整備に当たっては、受入拠点校に日本語指導教室等を併設する

等、日本語指導を受けやすい体制を整備する。 
 
〇 また、国及び教育委員会は、関係機関と連携して、帰国した生徒の受入拠点校に関

する情報提供に努める。 
 
〇 一方で、海外で生活した生徒が円滑に日本の学校生活に溶け込めるよう、在外教育

施設における教師配置を充実させ、日本語や算数等の教育の質を高める取組を進め

る。 
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（2）国内外の高校間交流の促進 

〇 学校間の交流体制を整備し、海外に留学する日本人生徒の派遣とともに、海外から

日本に学びに来る外国人留学生を受け入れる仕組みを構築するなど、国内外の高校間

の交流機会の拡大を図るための体制の整備を図る。 
 
〇 特に、低迷する海外からの留学生を増やすため、外務省及び在外公館と連携し、海

外の学校等から在外公館等に寄せられた日本の学校との交流に関する要望を的確に日

本の関係機関に伝え、日本において国際交流に関心のある学校を見つける仕組みを構

築する。 

 

 

５．その他 

〇 スクールバスの導入やその他の取組による登下校時の安全対策を推進する。 
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